
富士見市行政経営改革指針（第４次行財政改革大綱）に基づく

行政経営改革行動計画一覧（集中改革プラン）

全 122 項目 平成１７～２２年度実績

・『富士見市行政経営改革指針（第４次行財政改革大綱）』に基づいて実行される具体的な改革項目を指針の体系別に編集した一覧表です。

・行財政改革にかかる「集中改革プラン」としての位置付けにもなっています。

<計画期間について>

第４次行財政改革大綱の計画期間は平成１７年度から２１年度まででしたが、平成２３年度を始期とする総合計画との連動が

図れるよう、第５次行財政改革大綱の始期を総合計画と同じ平成２３年度に合わせるため、第４次行財政改革大綱の計画期間

を平成２２年度まで１年間延長しました。
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（１）　市民の目線でわかりやすい行政を目指します 20項目（大柱）

①　市民と行政の信頼関係に基づく協働のまちづくり 14項目（中柱）

１） 情報共有の推進 8項目（小柱）

01　幅広い市民の意見の反映 2項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

秘３ 市長へのメール・はがき等
への迅速かつ適確な対応

原則として３週間以内とするが、簡易な
事例は2週間以内とする

目標達成【１７年度完了】 推進 秘書広報課

市２ 審議会等への女性委員の登
用推進

女性委員登用率４０％ 女性委員登用率３３．０％（22年度）
全体達成率８２．５％

重点 協働推進課

02　情報提供の充実 6項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

秘１ ＨＰの情報量充実
＜関連コード＞22403

各課によるホームページの運用・管理
問合せメールの送受信などができるシステム
の構築

全てのページをリニューアル（17年度）
ユニバーサルデザインの充実、電子申請の稼動（18年度）
掲載情報、携帯サイトの充実（18～20年度）
新規コンテンツ（ヤフーオークション、第5次基本構想）の掲載(21年度)
全面リニューアル(22年度)
ツイッターなど民間ウェブサイトの活用(22年度)

重点 秘書広報課

秘２ 「社会教育だより」「議会
だより」「広報ふじみ」の
編集・発行の効率化

３紙の広報ふじみへの一本化 「社会教育だより」と「広報ふじみ」の統合及び発行回数の削減により、前年度
比６００万円の削減（17年度）
情報のコンパクト化に努め、広報のページ数を削減した。節減額１，５６０千円
（18年度）
行財政改革市民会議において「広報ふじみ」についてモニタリングを実施(21年
度)
広報を一部多色刷から全頁２色刷にした(21年度)

重点 秘書広報課・教育
委員会・議会事務
局
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政１６ 出版物の全庁的な見直し HPでの情報提供で足りるものは印刷しな
いなど、刊行物を必要最小限に集約する
基準を作成する

実施計画や予算編成の審査段階において、印刷部数を精査しているほか、庁内印
刷やホームページの活用を推奨（17年度～）

推進 政策財務課

政５５ 総合文書管理システムと連
動した情報公開システムの
整備
＜関連コード＞22402

文書情報の簡便な検索、閲覧システムを
市民に提供する

文書管理システム（共同運営方式）に情報公開機能を持たせる仕様とするため
【政１９「文書管理システムの整備」へ統合】

推進 総務課
法規・情報公開Ｇ

市３ 外国籍市民の情報提供の充
実

NPO法人ふじみの国際交流センターと協議
しながら、内容の充実や提供方法の検証
を図る。

改訂版くらしのガイドブック(５ヵ国語）作成と６ヵ国語ホームページ製作支援（17年度）
６ヵ国語ホームページ管理補助・委託（18年度～22年度）
　情報提供の方法を、くらしのガイドブックからホームページに変更したことによる節減
額：６５５千円
　22年度ホームページ月平均アクセス数7,345件（前年度比▲216件）

推進 協働推進課

議出行２ 議会の情報公開の推進
＜関連コード＞22403

市議会の会議録を市ホームページ及び庁内
ＬＡＮにて公開し、冊子化した会議録の削減
を図る

市ＨＰへの公開
庁内ＬＡＮへ掲載
冊子による会議録の削減（従来７６冊印刷していたものを３０冊へ削減）　、４５３千円の
減
【１７年度完了】

推進 議会事務局

２） 事業の協働化の推進 6項目（小柱）

01　各種事業の協働化推進 6項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

市１ 市民との協働の可能性がある
事業の洗い出し

既存・新規あわせて協働化事業の拡充 事例をまとめた冊子「市民参加・協働の取組み」を作成（18年度）
市民懇談会より「市民参加・協働に関する提言書」をいただく（18年度・20年度）
協働によるまちづくり講座（出前講座）の実施（20年度～）
22年度実施講座数44件（前年度比▲7）、参加者数2,718名（前年度比91）

重点 協働推進課

市４ ＮＰＯ・市民団体との協働 ＮＰＯや市民団体と協働することにより市民
主体の地域社会づくりを推進する

職員向けＮＰＯ研修の実施
市民向けＮＰＯ研修の実施（18年度・19年度）
市内ＮＰＯ団体交流会の開催（20年度・21年度）
市内ＮＰＯ団体交流会を、富士見市・ふじみ野市・三芳町(彩の国南西部地域ＮＰＯ連絡
会主催)により開催。(22年度）

重点 協働推進課

まち２ 市有地植栽の協働管理 ボランテｲア団体の育成 市民ボランティアとの協働による草花の植栽（17年度～）
※植栽を業者委託せず、市民協働により実施したことによる節減額：
　　3,422千円（17～22年度累計）

推進 まちづくり推進課
公園緑地Ｇ
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教３ 市民人材バンクシステム利用
促進と協働化

市民人材バンク推進員の会の活動を支援し
て協働化を進める。

ホームページにて登録者に関する情報提供
人材バンクに関する閲覧用ファイルを公共施設に設置
利用促進を図るため推進員による公共施設、介護施設等への訪問・案内
モデル事業をコミュニティ大学と連携して開催
登録申込書、利用相談ｼｰﾄ等をホームページでダウンロード可能に設定(21年度）
22年度末登録者数168人（前年度比11）、登録件数203件（前年度比13）、利用件数230
件（前年度比▲10）

推進 生涯学習課

教４ 公民館事業の協働化 協働事業の研究及びモデル事業の推進 モデル事業として、市民大学開設事業を市民組織へ委託（18年度）
モデル事業として、パソコン相談室を市民協働により実施（19年度）
人材バンク推進員の会との協働事業を実施（20年度）
協働事業に係る覚書の締結（パソコンサポートクラブ、自治シンポジウムなど。20年度）
ＮＰＯ法人富士見市民大学との委託契約による「協働立富士見市民大学」の実施（21・22
年度）

推進 鶴瀬公民館

教５ 市民学芸員の活用 協働による資料館事業の実施（教育普及事
業、展示事業、調査研究、広報等）

現在５５名登録（第4期：21･22年度）

ちょこっと体験等の協働実施

推進 水子貝塚資料館・
難波田城資料館
学芸Ｇ

②　市民が利用しやすい窓口への進化 6項目（中柱）

１） 親切で親しみやすい窓口対応 3項目（小柱）

01　手続・申請の簡略化 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政３ 各公共施設で手続き可能な
各種申請の拡充

申請業務の公共施設での手続きを可能にす
る

ふじみ野出張所開設（18年7月）
ホームページを利用した電子申請・届出サービスの開始（18年8月から。現在47手続き）

推進 政策財務課

政６９ 本庁舎における総合窓口導
入と適正なレイアウト

市役所本庁舎１階への総合窓口の導入及び
1階フロアのレイアウトの見直しによる市民
サービスの向上

窓口改善検討委員会を設置し、検討（20年度）
市役所本庁舎の耐震・バリアフリー工事の実施、市民ホールのフラット化（20年度）
窓口改善検討委員会にて平成23年度導入に向けた検討、床面に案内表示を一部実
施、健康福祉部前の通路を拡幅（21年度）
窓口改善検討委員会に作業部会を設置し、各窓口で取り扱う具体的な業務及び窓口レ
イアウトの検討(22年度）

重点 政策財務課
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02　市民に好感を持たれる職員の育成 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政４５ 接客意識の向上 市民から好感をもたれる職員の育成 接遇向上研修の実施
接遇向上スローガンを名札に貼付
新規採用職員研修にて接遇研修を実施（19年度～）
全職員を対象に市民満足度アップのためにＣＳ向上研修を実施(22年度）

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

03　相談しやすい市役所

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

市１１ 各種相談窓口の明確化 機構改正全体で見直しをする 市民相談と消費生活相談を統合した「市民相談室」を新設（19年度から）
　【１８年度完了】

推進 市民相談室

２） 身近で使いやすい窓口の整備 3項目（小柱）

01　市民ニーズに開庁時間と場所を合わせる 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

市1２ 窓口業務の日曜日開庁 勤務時間の割り振り変更による日曜日の開
庁の実施

本庁及び出張所の開庁時間等について検討中（22年度） 重点 （市民生活部）

02　公共施設のバリアフリー化 2項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政２０ 来庁者の動線にあわせたフロ
アの配置

フロアごとの面的整備の実施 耐震・バリアフリー設計を踏まえた庁舎内配置計画を検討（19年度）
分館案内表示の新規設置や課の事務分掌表示（いずれも職員作成）等、市民や職員の
意見を取り入れたわかりやすい表示を実施（19年度）
市役所本庁舎の耐震・バリアフリー工事の実施、市民ホールのフラット化（20年度）
【政69「本庁舎における総合窓口導入と適正なレイアウト」へ統合】

推進 総務課
庁舎管理・統計Ｇ

政５７ 視覚障害者に配慮した課名
表示板の設置

庁舎内全課名表示板の改善による利便性の
向上

課名表示板を黄色地に黒字に変更。課名表示板の印刷は業者に発注したが、貼付は職
員が行ったため約４０万円の節減。
【１８年度完了】

推進 総務課
庁舎管理・統計Ｇ
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（２）　成果重視の行政経営を目指します 58項目（大柱）

①　コストと成果を意識した事業展開 23項目（中柱）

１） 事業の見直し 8項目（小柱）

01　スクラップ＆ビルド、サンセット方式の徹底 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１８ 予算編成に枠配分方式を導
入

部局ごとに経常的経費にかかる一般財源
の枠配分額を決定し、その範囲内で各部
局が予算編成作業を行っていく

18年度予算編成における削減額：２０９，８９５千円
19年度予算編成における削減額：２７３，８８７千円
20年度予算編成における削減額：８３，２９５千円

重点 政策財務課

市１０ イベントのあり方の検討 新しい「まつり」の創造 市民まつり、産業祭、環境フェアを「富士見ふるさと祭り」として統合
※統合による効果額：２，３２８千円
【１７年度完了】

重点 協働推進課

建５ 特定環境保全公共下水道事
業の再検討

特定環境保全公共下水道事業の継続、縮
小、中止並びに他の手法への切替を含む
再検討を行い、方向性に基づく法手続き
を進める。

下水道事業再評価の事前作業を実施（19年度）
下水道事業再評価結果を下水道事業審議会に諮問・答申（20年度）
生活排水処理基本計画構想見直しに基づき検討（21年度）

重点 下水道課

教９ イベントのあり方の検討 統合することにより、それぞれの効果が
今以上に期待できるものを統合する

関係各課と協議の結果、統合効果が見込めないことから、これ以上の統合は難し
い。よって完了とする【１８年度完了】

重点 教育総務課

02　事業評価の精度を高める 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署
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政２ 内部評価の充実・外部評価
の導入

１７年度中に富士見市行政経営戦略会議
において検討し、１８年度以降行政評価
システムを拡充していく

行政経営戦略会議において行政評価について検討（18年度）
課業分担表を基にした「業務仕分け」の実施（19年度）、第三者評価の実施（20
年度）
部局運営方針及び実施計画の各施策等に達成指標を設定し、成果の検証を行う仕
組みを構築（19年度）、「行政経営プラン」として公表（20年度）
「事業仕分け」の実施、第4次基本構想後期基本計画の達成状況の検証、各部局に
おいて達成指標を基に達成状況を検証し行政経営プランとして公表（21年度）
　21年度の事業仕分け実施による削減額：２５，４５８千円(22年度）
30事業を対象に、外部評価を含め事務事業評価を実施(22年度）

重点 政策財務課

03　補助金・負担金の見直し 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１２ 補助金負担金の見直し 補助金・負担金の適正化 予算査定での精査
18年度予算編成における削減額：２０１，０４２千円
19年度予算編成における削減額：５８，１２７千円
第三者委員会を設置し補助金の交付基準・評価基準等を策定（21年度）
補助制度の対象資格を得れば、誰でも当該補助を受けることができる制度的補助
７２件について調査を実施、内４１件についてヒアリング及び評価を実施(22年
度）

重点 政策財務課

政１３ 一部事務組合負担金の精査 一部事務組合について、負担金の精査及
び決算剰余金の精算を行う

18年度予算編成における削減額：
　入間東部福祉会　６，２９７千円
　志木地区衛生組合　３６，５８１千円
19年度予算編成における削減額：
　入間東部地区衛生組合　２７，４２８千円
　志木地区衛生組合　５５，３６４千円
20年度予算編成における削減額：
　入間東部地区衛生組合　６９，２２１千円
　入間東部福祉会　３３，４６６千円
　志木地区衛生組合　２７，０６１千円
21年度予算編成における削減額：
　入間東部地区消防組合　１６，７６１千円
　入間東部地区衛生組合　１６９，９１４千円
　志木地区衛生組合　　　　１０，２０３千円
22年度予算編成における削減額：
　入間東部地区衛生組合　２６，３７１千円
　入間東部福祉会　　　　３９，４７１千円
　志木地区衛生組合　　　４８，２２９千円

重点 政策財務課

福１ 身体障害者の補装具の交付
等に係る自己負担金に対す
る補助の見直し

身体障害者舗装具自己負担補助金及び日
常生活用具補助の見直し

身体障害者舗装具自己負担補助金について、低所得者世帯のみに対する補助制度
（自己負担の２分の１）に改めた。
削減額５，３７８千円（18年10月に施行したことから、17年度と19年度の実績を
比較）
【１９年度完了】

推進 障害福祉課
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２） 市民満足度を追求した成果重視の事業展開 3項目（小柱）

01　市民が望む事業展開 2項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政６ 各種計画を整理合理化し、
進行管理を徹底する

市の総合的な施策に関する計画や行政分
野ごと計画については、計画見直し時等
において市民参加による評価を行う。

第4次基本構想後期基本計画において、担当課、達成目標を明示。また、各種計画
の概要を掲載（17年度）
国民保護計画、障害福祉計画、地域福祉計画、高齢者保健福祉計画、環境基本計
画を市民参加を経て策定・見直し（18年度～）
障害福祉計画と障害者計画を統合した障害者支援計画を作成（20年度）
次世代育成支援後期行動計画を市民参加を経て策定（21年度）
第3次男女共同参画プラン、建築物耐震改修促進計画、 第5次総合計画・前期基本
計画、第2次生涯学習推進基本計画、 第5次行財政改革大綱、一般廃棄物処理基本
計画・第2次計画を市民参加を経て策定(22年度）

推進 政策財務課

政８ 市民満足度調査の実施 市民満足度の正確な把握 第１１回市民意識調査を実施（3000人対象・18年度）
実施計画の審査時の指標の1つとして活用
第１２回市民意識調査を実施（3000人対象・21年度）
基本構想の策定等行政運営に活用

重点 政策財務課

02　政策的マネジメント機能の強化 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１ 経営戦略会議の設置と効果
的運用

行政経営・行財政改革に関する意見等を
求める
・第1期（17～18年度）、第2期（19～20
年度）、第3期（21年度～）

第１期戦略会議を設置し、17年度に第１次提言を、18年度に第２次提言をいただ
いた
第２期戦略会議を設置し、20年度に最終提言をいただくとともに、課業分担表を
基にした業務仕分けの第三者評価を実施
第３期戦略会議の設置（21年度）

重点 政策財務課

３） 民間活力導入による「新しい公共」の創造 12項目（小柱）

01　民間委託の拡充 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署
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政４ 民間委託指針の策定及び運
用

平成１７年度中に指針策定、その後の運
用によるコスト削減

民間活力導入に関するガイドライン及び行動計画の策定（18年度）
課業分担表を基にした業務仕分けにおいて、民間委託が可能な業務の洗い出しを
実施（19年度）
民間活力導入行動計画の見直し（20年度、21年度）

重点 政策財務課

政６７ 満天星苑の廃止 市民山の家「満天星苑」の廃止 廃止条例可決、１８年８月末で施設廃止
売却６０，０１０千円
【１７年度完了】

重点 管財課

市１３ 市民課等の窓口業務の委託 市民課に限らず、職員以外で処理できる
業務を民間委託・臨時職員の雇用等によ
り対応する

【政４「民間委託指針の策定及び運用」へ統合】 重点 （市民課）

02　指定管理者制度の積極的な導入 9項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政５ 公共施設の民間委託 直営で行っている施設について、指定管
理者制度等の導入を行う

指定管理者制度を導入している施設（23年4月現在）：市民文化会館、市民福祉活
動センター、放課後児童クラブ11か所、ふじみ野保育所、自転車駐車場9か所、富
士見ガーデンビーチ、市民総合体育館、針ヶ谷コミュニティセンター、老人福祉
センター、図書館鶴瀬西分館　中央図書館、ふじみ野分館、諏訪児童館、関沢児
童館

重点 政策財務課

市９ 公共施設の民間委託（針ヶ
谷コミュニティセンターへ
の指定管理者制度の導入）

２０年度に指定管理者制度を導入する コミュニティセンター条例の改正、指定管理者の募集・選定、指定管理者指定議
案の議決、２０年４月より指定管理者による管理開始
【19年度完了】

重点 鶴瀬西交流セン
ター

福３ 公共施設の民間委託（公立
保育所への指定管理者制度
等の導入）

保育所１施設について、２２年度以降に
指定管理者制度又は民営化等を導入す
る。

先進地事例調査、待機児童動向把握、対象保育所の検討
民間：けやきわかば保育園、富士見すくすく保育園の開園（23年4月開園）
　待機児童数減尐（22年4月：15人 → 23年4月：1人）

重点 子育て支援課
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福４ 公共施設の民間委託（児童
活動センターへの指定管理
者制度の導入）

２３年度に指定管理者制度を導入する 諏訪児童館
児童館の条例の改正、指定管理者の募集・選定、指定管理者指定議案の議決、２
３年４月より指定管理者による管理開始(22年度）

重点 子育て支援課・関
沢児童館

福５ 公共施設の民間委託（関沢
児童館への指定管理者制度
の導入）

２３年度に指定管理者制度を導入する 関沢児童館
児童館の条例の改正、指定管理者の募集・選定、指定管理者指定議案の議決、２
３年４月より指定管理者による管理開始(22年度）

重点 子育て支援課・関
沢児童館

福６ 公共施設の民間委託（老人
福祉センターへの指定管理
者制度の導入）

２０年度に指定管理者制度を導入する 老人福祉センター条例の改正、指定管理者の募集・選定、指定管理者指定議案の
議決、２０年４月より指定管理者による管理開始
【１９年度完了】

重点 高齢者福祉課

教６ 公共施設の民間委託（水子
貝塚・難波田城資料館への
委託制度の導入）

平成２３年度から民間委託制度を導入す
る

指定管理内容等の検討、先進事例の調査研究、調査報告書の作成（20年度）
指定管理者制度の導入ではなく、民間委託拡充の方向で検討(21年度～）

重点 水子貝塚資料館・
難波田城資料館

教７ 公共施設の民間委託（図書
館鶴瀬西分館への指定管理
者制度の導入）

平成２１年度に指定管理者制度を導入す
る

21年1月より指定管理者による管理開始（21年1～3月は開館準備、4月開館）
【２０年度完了】

重点 中央図書館

教８ 公共施設の民間委託（中央
図書館・ふじみ野分館への
指定管理者制度の導入）

平成２２年度に指定管理者制度を導入す
る

中央図書館、ふじみ野分館
図書館条例の改正、指定管理者の募集・選定、指定管理者指定議案の議決、２２
年４月より指定管理者による管理開始【２１年度完了】

重点 中央図書館・ふじ
み野分館

②　効率的で効果的な行政運営 35項目（中柱）

１） 人件費の抑制 10項目（小柱）

01　定員適正化計画による人員削減 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署
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政２６ 新たな計画に基づく定員の
適正化

17年度695人を22年4月1日現在で611人と
する（削減率約12％）

定員適正化計画策定（17年4月現在職員数695人を22年4月現在611人に削減する）
新たな定員適正化計画の策定（20年4月現在626人を25年4月現在552人に削減す
る）
市職員ＯＢの再任用の実施(22年度）
23年4月1日現在職員数５７２人
　職員削減による効果額
　　16年度退職者23人分を17年度不補充　　　：　８５，５６０千円
　　17年度退職者20人分を18年度不補充　　　：　７４，４００千円
　　18年度退職者のうち24人分を19年度不補充：　８９，２８０千円
　　19年度退職者のうち25人分を20年度不補充：１００，０００千円
    20年度退職者のうち13人分を21年度不補充：　５２，０００千円
　　21年度退職者のうち29人分を22年度不補充：１１６，０００千円

重点 職員課

政２７ 勧奨退職制度の見直し 早期退職制度の検討や退職勧奨対象者の
範囲の拡大に努める

退職時２０年特別昇給の廃止（17年度）
勧奨退職時特別昇給の廃止（20年度）
【２０年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

政３４ 非常勤嘱託職員、パート職
員等の活用

定員適正化計画による職員数の削減に対
し、市民サービスの低下を防ぐため、非
常勤嘱託職員等の活用を図る

月額報酬を日給、時間給へ是正（18年度から）
通勤手当相当分の単価の見直し（18年度から）
児童館ファミリーサポートアドバイザーの賃金改定（19年度から）
忌引休暇（有給）の新設（19年度から）
保育士の賃金改定（20年度から）
産前産後休暇等（無給）の新設（21年度から）
賃金改正（時間給10円、日額100円増額、21年度から）
経験加算の実施、人間ドック（健康診断）に係る再検査のための休暇(有給）、小
学校就学までの子を看護するための休暇（無給）、親族等で要介護者である者の
必要な世話を行うための休暇（無給）の新設(23年度から）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

02　給与の適正化 7項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政２８ 非常勤特別職の費用弁償の
廃止

非常勤特別職の範囲が広いことや市議会
議員についても同一の取扱いとすべきで
あることなどから、費用弁償の廃止につ
いて調整を行っていく

審議会等委員の日当・費用弁償の廃止、宿泊料の見直し、報酬の見直し（18年
度）
　※削減額：約１９，０００千円
市議会議員の費用弁償の廃止（18年度）
　※削減額：２，５７９千円
【１９年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

政３５ 特殊勤務手当の見直し 現在の社会通念上、明らかに支給を改め
るべきものや現状の勤務実態にそぐわな
いものを段階的に廃止する

通勤手当の見直し（17年度）
　※削減額：９４１千円
開庁職場手当と清掃作業手当の廃止（19年度）
　※削減額：５，０００千円
税務事務手当の一部、防疫業務手当の一部、保安業務手当の廃止（20年度）
　※削減額：２０５千円

重点 職員課
給与・厚生Ｇ
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政４８ 給与構造改革の実施 給料表の改正及び勤務成績を適正に給与
に反映できるシステムの構築

調整手当を10％→9％に引き下げ△４０，０００千円(17年度）
地域手当の導入
　地域手当を9％→8％にした効果額：△４０，０００千円（18年度）
　地域手当を8％→7％にした効果額：△４０，０００千円（19年度）
新給料表へ移行（18年度）
　効果額：△７８，５９０千円
目標管理による勤務評定制度の試行的導入（19年度）

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

政４９ 特別職給与の減額 特別職の給料を減額
市長１０％、副市長８％、収入役、教育
長６％

特別職給与条例の改正（18～19年度の2年間減額）
　※2年間の削減額：９，０００千円
【１９年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

政６０ 一定年齢昇給延伸制度の見
直し

昇給延伸及び停止については、平成１７
年度中に職員組合に「５５歳昇給停止」
を提示し、協議をしていく

給与構造改革により、現行制度の見直しを検討
【政４８「給与構造改革の実施」へ統合】

重点 職員課
給与厚生Ｇ

政６１ 職員旅費日当及び宿泊料等
の見直し

非常勤特別職や市議会議員の費用弁償と
も併せて見直しを行う

職員、特別職の日当廃止、宿泊料の減額（18年度）
　※削減額：５５７千円
【１８年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

政６３ 退職時特別昇給の廃止 勤続２０年以上の職員が退職する際に実
施している特別昇給を廃止する

廃止のため規則改正（17年度）
【１７年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

２） 公共工事コストの縮減 4項目（小柱）

01　公共工事費縮減と事務の簡素化 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政５１ 入札・契約方式及び制度の
改善

業者登録システム、電子入札システムの
導入と、新たな入札･契約方式の導入検討

電子入札実施要綱、運用要領の制定（18年度）
電子入札による一般競争入札の実施（18年度）
300万円以上の委託及び500万円以上の工事について、電子入札を導入（19年度）
1000万円以上の工事について、一般競争入札化（19年度）
130万円超の工事について、原則、電子入札による一般競争入札化（20年度）
民間の第三者による入札監視委員会の開催（21年度～）

重点 管財課
財産管理・契約Ｇ
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政６５ ライフサイクルコストの低
減（施設の品質の向上）

公共施設を一元的に管理し、光熱水費及
び公共工事コストの削減。公共施設の保
全管理の一元化

【政６６「公共施設の管理・工事窓口の一本化」へ統合】 推進 管財課

政６６ 公共施設の管理・工事窓口
の一本化

公共施設の保全管理の一元化（専門部署
を除く全ての施設）

組織機構改正において、管財課へ市有施設の保全管理業務を統合（19年度から）
【18年度完了】

推進 管財課

02　ＰＦＩの導入検討 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

教２ ＰＦＩ方式によるつるせ台
小学校建設

つるせ台小学校の建設から完成後の維持
管理、併設する図書館分館の運営までを
ＰＦＩ方式により実施し、ライフサイク
ルコストの低減を目指す

ＰＦＩ事業による学校建設に着手、21年1月開校
グランド整備等後工区完成
【２１年度完了】

重点 教育総務課
財務管理G

３） 事務の簡素化・合理化 11項目（小柱）

01　事務の簡素化・合理化 7項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政５２ 庁用車の効率的な集中管理 庁用車を管財課にて集中管理化し、庁内
ＬＡＮにて予約できるようにする

庁内ＬＡＮを活用した集中管理車両の予約システムの改善（19年度）
車両導入・廃棄計画の策定（集中管理車両51台→30台）（19年度）
【１９年度完了】

推進 管財課
財産管理・契約Ｇ

政５９ 施設の清掃を可能な限り職
員が行う

職員が清掃可能な箇所は職員が清掃を行
い、事務的経費の節減を図る

検討の結果、費用対効果の面から経費削減にはつながらないと判断
【１７年度完了】

推進 職員課
給与・厚生Ｇ

13/25ページ



市６ 郵便料金の削減対策 カスタマーバーコードの活用を図り、納
税通知書等の発送にかかる郵便料金の２
割削減を目標とする

納税通知書をカスタマーバーコード対応にしたことで、郵便料金23％削減（21年
度から）
効果額：▲1,251千円
【２１年度完了】

推進 税務課

建１ 駅前自転車対策事業 駅前放置自転車の解消及び駅周辺の健全
な交通環境の確保

引き取り手のない放置自転車の処分及び保管手数料の引上げについて条例改正
（18年度）
引き取り手のない放置自転車の売却開始（19年度～）
　※売却額：６，４２２千円（19～22年度累計）
勝瀬原第３調整池の上部に、民間活力による自転車駐車場を設置（20年度）

重点 道路交通課
庶務・交通G

建３ 建築諸証明等の有料化 建築諸証明等の有料化 建築諸証明の有料化について手数料条例改正（18年度）、実施（19年度）
　※増収額：７０千円
【１９年度完了】

重点 建築指導課
建築指導・住宅G

建４ 下水道事業の経営の合理化 水道部との統合を含めて、効率的な経営
を推進する

受益者負担金の臨宅徴収の実施（18年度～）
経営健全化計画の作成（19年度）、公表（20年度）
年利７％以上の企業債の繰上償還による利子の軽減（19年度）
　※効果額：１６４，５０６千円
指定工事店等の新規登録申請及び更新手数料の徴収(22年度～）
　※22年度徴収額：１９０千円

重点 下水道課
庶務経理Ｇ

水１ 水道事業の経営の合理化 業務の効率化、民間活力の活用等によ
り、効率的で健全な経営を行っていく

ｊ
納入通知書等の印刷・圧着ハガキ化を民間委託（17年度）
新情報システムへの移行調整（19年度～）
新情報システム、企業会計システムの運用開始（21年度）
【２１年度完了】

重点 水道課

02　「環境にやさしい公共施設」の推進 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署
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政２１ 電話料金の節約 電話料金の削減 衛星電話の活用方法の周知
　17年度電話料金：対前年度比２０９千円の減（▲2.4％）
　18年度電話料金：対前年度比２２１千円の減（▲2.6％）
　19年度電話料金：対前年度比２２２千円の増（2.7％）
　20年度電話料金：対前年度比５１１千円の減（▲6.0％）
　21年度電話料金：対前年度比１９０千円の増（2.3％）
  22年度電話料金：対前年度比２００千円の増（2.4％）
 
　                16年度比３３０千円の減（▲3.8%）

推進 総務課
庁舎管理・統計Ｇ

政２２ 必要時以外の消灯の徹底 省エネ・省資源の推進及び光熱水費の削
減

昼休み時消灯、空調運転の節約（17年度～）
夏季クールビズ及び冬季ウォームビズの実施（18年度～）
省エネ診断の実施（18年度）
デマンド監視装置を導入し、最大需要電力量の抑制を図り、電気基本料金を削減
(22年度）
　17年度電気・ガス・水道代：対前年度比　　２２７千円の減（▲0.8％）
　18年度電気・ガス・水道代：対前年度比３，１２２千円の減（▲10.9％）
　19年度電気・ガス・水道代：対前年度比　　９９８千円の増（3.9％）
　20年度電気・ガス・水道代：対前年度比２，３８７千円の増（9.0％）
　21年度電気・ガス・水道代：対前年度比２，６６３千円の減（▲9.2％）
　22年度電気・ガス・水道代：対前年度比１，３９０千円の増（5.3％）

                            16年度比１，２３７千円の減（▲4.3％）

推進 総務課
庁舎管理・統計Ｇ

まち４ 全公共施設におけるゴミの
減量化推進

16年度を基準に毎年５%減量 富士見市地球温暖化対策実行計画の策定（18年度）、実施（19年度～）
マイ箸、ノーレジ袋、マイバックの推進及び啓発（19年度）
３Ｒの推進（19年度～）
一般廃棄物処理基本計画・第2次計画の策定(22年度）
※22年度全公共施設の可燃ごみの量：16年度比16,300㎏の減（▲33.7％）

推進 環境課
ごみ対策係

教１ 学校廃棄備品のリサイクル 机や椅子などの廃棄備品について、希望
する市民に提供するなど、再利用する機
会を設けて、廃棄する備品を最小限にす
るよう努める

当初想定より行革の効果は期待できないため、完了とする。
【１９年度完了】

推進 教育総務課
財務管理Ｇ

４） 電子市役所の推進 10項目（小柱）

01　申請・手続のオンライン化 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署
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秘５ 申請書類のダウンロードの
実施

ホームページから申請書をダウンロード
できるようにする（17年度実施予定）

９８種類の様式を掲載
【１７年度完了】

推進 秘書広報課

政２３ 公共施設予約のオンライン
化

公共施設のインターネット予約開始 他自治体の公共施設予約システムの調査研究（17年度）
公共施設における利用状況等の調査（19年度）、庁内調整（20年度）
システムデモンストレーション（21年度）

推進 情報政策課

政２４ 行政手続のオンライン化 インターネットを利用して電子的に手続
が行えるサービスを18年度から実施する

オンライン化条例案可決
ホームページを利用した電子・申請届出サービスの開始（18年度～）現在51手続
き

推進 情報政策課

水２ 水道手続きのオンライン化 水道使用開始届・水道閉栓及び名義変更
の手続をインターネット上でも行えるよ
うにする

【政２４「行政手続のオンライン化」へ統合】 推進 水道課

02　内部事務の電子化 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１９ 文書管理システムの整備 文書の適正な管理・活用を図り、行政事
務の効率化、適正化を推進する

埼玉県市町村文書管理システム共同運営準備協議会を設置（17年度）
埼玉県市町村文書管理システム共同運営準備協議会を脱会（20年度）
永年文書のマイクロ化及び検索システム構築(22年度）

推進 総務課
法規・情報公開Ｇ

政２５ 既存情報システム、ネット
ワークの見直し、適正化

電子市役所に向けた必要な整備を実施し
ながら、現状のＩＴ総コストの抑制を目
指す

基幹系業務システム見直し検討委員会設置（18年度）
新ネットワーク構築、新情報システムへの移行調整（19年度）
ＬＧＷＡＮサービス提供設備更新（20年度）
グループウエアシステムの更新（20年度）
新情報システム稼動（21年度）
【２１年度完了】

重点 情報政策課

政５４ ４役・部長・議員の加除式
例規集の廃止

加除式例規集の全廃（現行５５部） 全廃により１，６８０千円の削減
【１７年度完了】

推進 総務課
法規・情報公開Ｇ
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政５６ 電子決裁の実施 事務の効率化及び文書の電子化（ペー
パーレス化）を図る

【政１９「文書管理システムの整備」へ統合】 推進 総務課
法規・情報公開Ｇ

03　ＩＴを活用した市民参加・協働 2項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

秘４ メール配信で情報提供する
＜関連コード＞11102

防災、防犯などの情報をメールにて配信
する（17年度実施予定）

メールマガジンの配信。登録件数４６０件（18年3月末現在）
【１７年度完了】

推進 秘書広報課

政５８ 電子市民会議の導入 電子市民会議の導入 【政２５「既存情報システム、ネットワークの見直し、適正化」へ統合】 推進 情報政策課

（３）　分権時代にふさわしい自立した行政を目指します 40項目（大柱）

①　税財政構造を変えるまちづくりの推進 16項目（中柱）

１） 自主財源の確保 8項目（小柱）

01　収納率向上へ体制の整備 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

市７ 収納率向上へ体制の整備 組織を設置して収納率の向上を図る 収納対策室の設置（17年度）
　※収納対策室の徴収実績
　　17～22年度徴収金額：482,531千円
徴収率（収税課＋収納対策室）
　　22年度市税（現年＋滞繰）：91.1％（対前年度比▲0.4）
　　　　　国保税（現年＋滞繰）：64.8％（対前年度比▲2.4）

重点 収税課・収納対策
室

市８ コンビニ納税、休日・夜間
窓口開庁など納税環境の整
備充実

収納率を向上させるために納税しやすい
納税環境の拡大を図る

コンビニ収納等を実施している自治体の調査研究（18年度～）
　22年度夜間利用者379名
　22年度休日利用者390名（5月以降毎月最終日曜日の開庁）

推進 収税課
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福２ 保育料等の徴収対策 滞納金額の減尐 督促状・催告書の発送、電話催告・隣宅徴収・保育所徴収の実施
　22年度収納率（現年＋滞繰）
　　保育料：93.5％（対前年度比+0.8）
　　放課後児童クラブ保護者負担金：89.8％（対前年度比▲0.2）

重点 子育て支援課
保育係・放課後児
童係

02　税収増が見込めるまちづくりの推進 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

まち１ 計画的な土地利用の推進 ＜山室・勝瀬地区＞
商業施設建設事業の促進
＜リブレーヌ都市整備地区＞
22年度組合設立

＜山室・勝瀬地区＞
　本地区開発計画にかかる庁内関係職員チームの設置（20年度）
  関係者による懇談会を設置し、市民と市との協働によるまちづくりを検討(21年
度)
　地権者の意向確認を中心に地権者の個別訪問を実施(22年度）
　土地利用の実現を図る為の法的制度（整備手法）の整理(22年度）

＜リブレーヌ都市整備地区＞
　事業推進方策の再検討(21年度～)

重点 まちづくり推進課

03　新たな財源の確保 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政５０ 広告掲載による自主財源の
確保

広告掲載を順次実施可能とするため、実
施要綱を制定する

「有料広告の掲載に関する要綱」及び「有料広告制限指針」の策定（18年度）
広報ふじみ及び市ホームページに有料広告の掲載（19年度）
　※増収額２４５千円
広報ふじみの紙面に余裕がないことやホームページの見やすさ等を踏まえ、広告
掲載を中止（19年度）
ホームページへのバナー広告掲載　※掲載料1,300千円（22年度）
事務封筒への広告掲載準備(22年度）

重点 管財課
契約・財産管理Ｇ
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政５３ 遊休市有地の処分と活用 普通財産を整備し、利用・売却する 売払い要領を定め、土地売却ＰＲを実施
※18年度実績：
那須山の家売却：６０，０１０千円、山室2丁目の土地売却：２８，８１０千円、
渡戸1丁目の土地売却：１５，０２７千円
※19年度実績：
旧南畑教職員住宅、旧養護学校跡地を駐車場として賃貸１，０９１千円
水谷小南側歩道用地を県へ売却７，８９３千円
※20年度実績：
旧南畑教職員住宅、旧養護学校跡地を駐車場として賃貸１，３８６千円
旧貝塚集会所、鶴瀬西3丁目市有地の売却に向けた手続きの実施（現地見学会の開
催等）
※21年度実績：
旧南畑教職員住宅、旧養護学校跡地を駐車場として賃貸２，１７８千円
※22年度実績：
旧南畑教職員住宅、旧養護学校跡地を駐車場として賃貸２，２１０千円
旧貝塚集会所売却１１，３３０千円

重点 管財課
契約・財産管理Ｇ

政６４ 公用車等への広告掲載 広告掲載を順次実施可能とするため、条
例・規則を制定する

【政５０「広告掲載による自主財源の確保」へ統合】 重点 管財課
契約・財産管理Ｇ

建２ 不用道水路敷地の処分 国から譲与を受けた中で法定外公共物７
００件のうち、将来に亘り供用しないで
あろう不用道水路敷地の処分（払下げ）
を検討する。

17年度実績：件数１３件、売払額３１，１０６千円（登記料等差引後）
18年度実績：件数５件、売払額１７，５２３千円（同上）
19年度実績：件数１４件、売払額１０，７３７千円（同上）
20年度実績：件数１４件、売払額２２，６０４千円（同上）
21年度：　　土地売払いについて交渉中
22年度実績：件数２件、売払額６，０９８千円（登記料等差引後）

重点 建設管理課

政７０ 使われなくなった物品の売
り払い

使われなくなった物品や車両をインター
ネットオークションを活用して売り払
い、収入増を図る。

【21年度新規】
21年度実績：車両１台（売払額５０千円）
22年度実績：車両３台・バイク４台（売払額５６８千円）

重点
管財課
契約・財産管理Ｇ

２） 受益者負担の適正化 8項目（小柱）

01　受益者負担の見直し 8項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１４ 使用料・手数料の見直し 使用料・手数料の適正化 手数料条例（建築諸証明の手数料）と放置自転車の保管手数料の改正（18年度） 重点 政策財務課
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政６８ 負担金、使用料等の徴収の
あり方

使用料・負担金等の徴収について、統一
的なガイドラインを作成し、徴収率の向
上を目指す。

先進事例の調査研究
関係課会議開催（21・22年度）
債権管理の適正推進に関する指針（案）作成(22年度）

重点 政策財務課

市５ 国民健康保険税税率の改定 一般会計からの法定外繰入金(被保険者1
人当たり繰入金)が県内市平均に準じた数
値になるよう税率を改正する

１７年度改正（税率と課税限度額）
２０年度改正（税率と課税限度額）
埼玉県市町村国保広域化等支援方針策定(22年度）
　※県内で「同所得なら同保険税」を目指す方向が示された

重点 保険年金課

市１４ ６５歳以上の医療費補助制
度の廃止

17年度で制度を廃止する 制度廃止
【１７年度完了】

重点 保険年金課

福７ 保育料の見直し適正化 県内平均金額への改定 県内平均金額へ改定（１８・１９年度の２ヵ年で実施）
　※増収額：18年度３３，５１７千円、19年度３３，５１７千円
【１７年度完了】

重点 子育て支援課
保育係

福８ 放課後児童クラブ保護者負
担金の見直し適正化

受益者負担の適正化 適正金額への改定（１８年度から実施）
　※増収額：２０，８６６千円
【１７年度完了】

重点 子育て支援課
放課後児童係

福９ 基本健康診査の受益者負担
の適正化

受益者負担の適正化 一部自己負担（1,000円）の導入を行い、審査に係る委託料の削減を図った（17年
度）。
　※削減額：２２，８５９千円
【１７年度完了】

重点 健康増進センター

まち３ ゴミの有料化 ・ゴミの有料化について、21年度条例
化、22年度施行
・22年度までに家庭系可燃ゴミの料を
10％削減する

富士見市廃棄物の減量、再生利用及び適正処理に関する条例の制定（17年度）
志木地区衛生組合構成団体で「家庭系ゴミ有料化検討協議会」を設置、協議（18
年度～19年度）
　※協議の結果、ごみ有料化については、将来的な検討課題とし、当面は、一層
の分別徹底の啓発やごみの発生抑制など、有料化の前にできることを行っていく
こととなった。
広報ふじみ等において、ごみの分別徹底の啓発

重点 環境課
ごみ対策係
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建６ 下水道使用料の適正化 下水道使用料の適正化 適正化の実施（１７年１０月分から）
使用料収入（決算額・税抜き）：１７年度　７１,６１６千円の増
　　　　　　　　　　　　　　　１８年度１９３,５３３千円の増
【１７年度完了】

重点 下水道課
庶務経理Ｇ

建７ 建築確認・完了検査手数料
の増額

建築確認・完了検査の手数料を増額 資料収集、改定額シュミレーション（20年度）
県内統一案の作成、条例改正（21年度）
【２１年度完了】

重点 建築指導課
建築指導Ｇ

②　安定した経営組織の確立 24項目（中柱）

１） 組織機構改革 6項目（小柱）

01　事務分掌等の定期的な見直し 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１０ 決裁区分を見直す 専決権者や合議先を見直し、事務の簡素
化・迅速化を図る

滞納案件に関する権限を収納対策担当部長に委譲（17年度）
組織改正と併せて事務決裁規程一部見直し（18年度）
組織機構改正による効果の検証（20年度）
組織機構改正と併せて、事務決裁規程の一部見直し（22年度）

推進 政策財務課

02　組織の合理化 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政９ 広域行政の運用の見直し 各協議会等において、それぞれの協議会
等で取り扱う事項について見直し、より
効率的、効果的な運営を行う

入間東部都市づくり協議会の解散（17年度）
埼玉県核都市広域幹線道路建設促進期成同盟会の活動休止（20年度から）
埼玉県西部第一広域行政推進協議会の事務局負担金廃止（21年度から）
　※削減額：１２４千円
23年度をもって西部第一広域行政推進協議会廃止決定

重点 政策財務課

政１７ 市が出資している公益法人
等の改革

①公益法人の経営改善　②公益法人に対
する市の関与（人的・財政的支援）の削
減

社会福祉事業団の自立化を図った（20年度から）
公益法人に対する市の人的支援の終了（21年度）

重点 政策財務課
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議出行１ １人１デスクの解消 限られた場所で効率よく仕事を進めてい
くため、１人１デスクを解消していく
（将来的には全庁へ）

窓口近くに机を配置（17年度）
資金前渡伝票等を入れる場所を机の真ん中にし、誰もが対応できるようにした
（17年度）
各課に訂正を依頼した内容を記入し、共有スペースに置くことで、誰もが対応で
きるようにした（18年度）
出納室と収税課の共有スペースを増やし、収税課の非常勤職員2名分の机のスペー
スを確保（19年度）
【２０年度完了】

推進 出納室

03　分権型組織の確立 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１５ 部局への権限移譲 新組織体制の導入と運用 改革案検討委員会で移譲案を検討したが、引き続き検討課題とした（18年度）
各部（局）において部（局）運営方針を作成（19～22年度）

重点 政策財務課

04　横断的組織への変革と効果的運用 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政７ 横断的連携の取れた組織へ
の変革

新組織体制への変革 職員の兼務（みずほ台出張所とみずほ台コミセン）を実施（18年度から）
行政組織条例を改正し、大規模な組織機構改正を実施（19年度から）
窓口改善検討委員会を設置し、本庁舎1階の窓口改善について、組織横断的に検討
（20年度～）
第５次基本構想に併せた組織機構改正(23年度から)

重点 政策財務課

２） 分権時代にふさわしい人材の育成 18項目（小柱）

01　やる気を促す人事制度の確立 2項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政２９ 目標管理による勤務評定制
度の導入

「目標管理」を導入し、納得性のある評
価(目標達成度、遂行度評価)を行う

目標管理による勤務評定制度の試行的導入（10課：19年度）
19年度試行の検証、制度の見直しを一部実施しその内容を昇任試験の適格性評価
として実施（21年度から）
人事評価制度導入の検討(22年度）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ
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政３８ 異動希望制度の見直し 適材適所の人事配置 異動希望調書の提出について在職年数の制限を撤廃（17年度）
経験のある部署への異動希望確認欄を追加、行財政改革政策提言プロジェクト参
加者のための意思表示欄を追加（18年度）
異動希望調書の提出対象者を課長級以下から副部長級以下へ変更した（20年度）
人事異動希望調書の一部見直しを実施(22年度）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

02　効率的な人的資源の配分 3項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政３０ 柔軟な勤務体制の検討導入 職員の健康管理のため、勤務時間の割り
振り（時差出勤）を実施することで、勤
務時間の長時間化を避けるとともに、時
間外手当の削減を図る

運用基準による勤務時間の割振り（時差勤務）の実施（17年度）
休息時間の廃止（21年度から）
【２０年度完了】

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

政３６ 職員派遣制度の見直し 職員派遣制度の見直し 必要に応じた派遣実施（Ｈ23年4月1日現在　勝瀬原特定土地区画整理組合2名　対
前年度比1名減）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

政３９ 企業職員の併任辞令を行う 企業職員の併任辞令の発令 出納室職員に水道事業出納員の辞令を発令（17年度）
水道料金については、コンビニ納付のほか、出納室職員の併任を実施したことか
ら、所期の目的は達成されたと判断し完了とする。
【１９年度完了】

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

03　潜在能力を最大限発揮させる人材運用 4項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政１１ 職員提案制度の拡充 採用事業の拡大 「職員提案制度」として、「行財政改革政策提言プロジェクト」を実施（18・19
年度）
地域の活性化と人材育成を目的とした、職員による事業提案制度「地域活性化プ
ロジェクトチーム」を設置（21年度）

重点 政策財務課

政３１ 内部研修講師の育成と活用 内部研修講師の質的、量的な充実 内部講師による「上級職員研修」等の実施（18年度～）
彩の国さいたま人づくり広域連合へ職員を講師として派遣（17年度～）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ
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政４０ 優良職員を表彰する
＜関連コード＞12102

（仮称）上半期ＭＶＰ賞、下半期ＭＶＰ
賞制度の導入、実施

他団体の「表彰制度」について調査を実施（17年度）
人事評価制度の構築の中で、優良職員の表彰という手法はなじまないので、完了
とする。
【１９年度完了】

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

政４１ 職員の資格情報の登録と活
用

職員の持っている資格等を把握し、人事
管理に反映できるものについて活用を図
る

全職員の保有資格調査を実施（17年度）
保有資格の人事異動への反映、資格取得のための研修等へ職員派遣（18年度～）

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

04　優秀な人材の確保 1項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政３２ 新規職員採用システムの見
直し

優秀な人材を確保するため、新規職員採
用システムを整備する

・職場対人適応性検査及び一般性格診断検査の追加、面接試験時間の倍増（18年
度）
・実技試験（グループ別討議結果を各人が職員課長へ報告）を追加（19年度）
・面接回数を2回に増加（20年度）
・面接委員に民間企業の人事担当者を登用（21年度～）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

05　新しい人材育成システムの構築と運用 8項目（細節）

整理番号 項目名 ６年間の全体目標 進捗状況・累計実績 分類 担当部署

政３３ 人材育成方針の推進 人材育成方針の策定と具体的な推進計画
書の策定、実施

「人材育成基本方針」の策定（17年度）
行財政改革政策提言プロジェクトの実施（18・19年度）
「新規採用職員に関する育成計画」の策定、職員意識調査の実施（21年度）
「新規採用職員に関する３か年育成計画」の見直し、実施(22年度）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ

政３７ 職員研修の充実 人材育成基本方針に基づく職員像の確立 一般研修のほか、特別研修（クレーム対応等）、派遣研修（自治人材開発セン
ター、市町村アカデミー等）、自己啓発研修（通信研修）の実施
「行財政改革政策提言プロジェクトチーム」の政策提言報告会の開催（18・19年
度）

重点 職員課
人事・人材育成Ｇ
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政４２ 病気の早期発見・治療の手
立てとなるシステムの構築

病気の早期発見・治療の手立てとなるシ
ステムを構築し、職員の健康保持に努め
る

職員健康管理対策の制定及び実施（リフレッシュデイの設定、過重労働に対する
健康対策の実施等）
過重労働に対する健康管理対策のフローの作成及び周知
産業医による職員の健康診断結果のチェック、指導（19年度～）
市保健師による健康相談の実施（19年度～）

推進 職員課
給与・厚生Ｇ

政４３ 民間企業やＮＰＯとの交流
職員研修

コスト意識や経営感覚を身につける民間
企業派遣研修等を実施していく

「ＮＰＯ研修」の実施(18年度～)
民間企業経営者の講話研修実施（19年度）

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

政４４ 昇任試験の充実 職員の意欲の向上と適正な人事管理 合格枠を拡大しての昇任候補者名簿登載、配点基準の変更等（17年度）
課長級試験における課題論文試験の出題・採点方法の変更（18年度）
課長級受験資格の緩和等により、受験率の向上を図る（20･21年度）
　課長級試験41.7％→51.4％

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

政４６ 国家資格等各種資格取得の
奨励

国家資格等各種資格の取得奨励を行い、
業務運営の改善を図る

国家資格等各種資格が必要な部署の調査（17年度）
サービス管理責任者研修等への職員派遣（18年度）
【政４１「職員の資格情報の登録と活用」へ統合】

推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

政４７ 自治体間人事交流による組
織の活性化

専門知識技術の向上を目的に、自治体間
の職員交流を行い、人材育成を図る

一部事務組合との相互派遣研修を実施（18・19年度） 推進 職員課
人事・人材育成Ｇ

政６２ 病気休暇日数の適正化 病気休暇の付与日数のうち勤務年数によ
る加算部分を廃止する

条例改正し、勤続年数加算部分を廃止した
【１７年度完了】

重点 職員課
給与・厚生Ｇ

※＜関連コード＞は、一つの項目が複数の柱に位置付けられている場合に、関連する柱のコード№を表しています。

　例：１２１０２の場合（１）市民の目線でわかりやすい行政を目指します

　　　　　　　　　　　　②市民が利用しやすい窓口への進化

　　　　　　　　　　　　１）親切で親しみやすい窓口対応

　　　　　　　　　　　　02市民に好感を持たれる職員の育成
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